
令和３年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 
（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ７ 府 省 庁 名 復興庁、農林水産省、経済産業省  

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（      ） 

要望 

項目名 

福島イノベーション・コースト構想の推進に係る特例措置（新産業創出等推進事業促進区域で新産業創出等

推進事業を行う事業者に対する機械等の特別償却等）の創設 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【制度の概要】 

福島イノベーション・コースト構想の推進に係る重点分野の取組を支援するため、新産業創出等推進事業

促進区域※１内において、新産業創出等推進事業※２を行う事業者に対して、令和３年度から５年間の特例措置

を創設する。 

  

※１ 福島国際研究産業都市区域内の区域であって、新産業創出等推進事業の実施の促進が、産業集積の

形成及び活性化を図る上で特に有効であると認められる区域（復興庁設置法等の一部を改正する法律

（令和2年法律第46号）による改正後の福島復興再生特別措置法（平成24年法律第25号）（以下「改

正法」という。）第84条第２項第２号） 

※２ 新たな産業の創出又は産業の国際競争力の強化の推進に資する事業であって福島国際研究産業都市

区域における産業集積の形成及び活性化を図る上で中核となるものとして復興庁令で定めるもの（改

正法第84条第１項） 

 

【要望内容】 

新産業創出等推進事業促進区域内において、福島県知事の認定を受けた新産業創出等推進事業を実施する

事業者が、当該新産業創出等推進事業の用に供する設備投資等を行う場合に以下の特例措置を創設する。 

 

（１）機械等に係る特別償却等※３ 

 対象資産 特別償却 税額控除 

機械装置、器具備品 即時償却 15％ 

建物・構築物 25％ ８％ 

※３ 特別償却と税額控除は選択適用。 

 

（２）避難対象雇用者等※４を雇用した場合の税額控除 

新産業創出等推進事業促進区域内の事業所に勤務する避難対象雇用者等に対して、税額の20％を限度と

して、給与等支給額の20％を税額控除する。 

 

※４ 原子力災害の被災者である労働者のほか、福島イノベーション・コースト構想の推進に資する労働

者を予定。 

 

（３）開発研究用資産に係る特別償却等 

開発研究用資産を即時償却できることに加え、当該特別償却の対象となる開発研究用資産の償却費につ

いて、研究開発税制の特別試験費とみなして、税額控除できる特例措置を創設。 

 

（注）(1)機械等に係る特別償却等と(2)避難対象雇用者等を雇用した場合の税額控除は選択適用。 

 

関係条文 

 
改正法（令和２年６月12日公布、令和３年４月１日施行） 
第84条～第85条の８ 

 

減収 

見込額 

［初年度］  ▲145   （  －  ）  ［平年度］  ▲333   （  －  ） 

［改正増減収額］ －                            （単位：百万円） 
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要望理由 

（１）政策目的 

東日本大震災復興加速化のための第８次提言等を踏まえ、福島特措法税制に関して必要な検討を行い、所
要の措置を講ずる必要が生じた。 

 このため、令和２年度税制改正要望を行い、福島県については、福島復興再生特別措置法（以下、「現行法」
という。）を改正し、福島イノベーション・コースト構想の推進及び風評対策に係る課税の特例の規定を設け
た。その上で、令和３年度税制改正において、課税の特例を踏まえた税制措置を講ずることとした。 
 

 

（２）施策の必要性 

福島県浜通り地域等（いわき市、相馬市、田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、
大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、新地町及び飯舘村の15市町村をいう。以下同じ。）では、製造品出荷額
等や従業員数等が全国と比べて下回るなど、現在も厳しい状況が続いている。 

 製造品出荷額等：双葉郡８町村24％、福島県103％、全国115％ 

 （工業統計調査「製造品出荷額等」におけるR1速報値/H22） 

 従業者数：福島県97％、浪江町４％、楢葉町32％、広野町59％、全国101％ 

 （工業統計調査「従業者数」におけるR1速報値/H22） 

 

東日本大震災及び原子力災害によって失われた浜通り地域等の産業・雇用を回復するため、新たな産業基
盤の構築を目指し、福島イノベーション・コースト構想を軸とした産業集積にこれまで取り組んできた。  

 令和２年度末までの「復興・創生期間」後も、福島の復興・再生には中長期的な取組が必要であり、福
島県浜通り地域等の自立的・持続的な産業発展に向け、地元事業者による新たな事業展開や新たな取引拡大
と、域外からの新たな活力の呼込みの両輪で進めることが重要である。 

このため、令和２年度税制改正要望を行い、令和２年度税制改正大綱（令和元年12月12日自由民主党・
公明党）及び「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針（令和元年12月20日閣議
決定）において、現行法の見直しに際し、福島イノベーション・コースト構想を軸とした産業集積を推進す
るための課税の特例を創設する旨が示された。 

その後、現行法を改正し、福島イノベーション・コースト構想の推進に係る事業を行う事業者を対象とす
る課税の特例の規定を設けた。その上で、令和３年度税制改正において、課税の特例を踏まえた税制措置を
講ずることを要望するものである。 

 
 

【参考】福島県内における現行の主な税制優遇措置 

 (1)福島特措法税制 (2)復興特区税制※５ 

投資 確認又は認定を受けた個人事業者又は法人

が、機械・装置、建物等を取得した際の特

別償却又は税額控除 

 特別償却 税額控除 

機械・装置 即時償却 15% 

建物等 25% 8% 
 

指定を受けた個人事業者又は法人が、機

械・装置、建物等を取得した際の特別償却

又は税額控除 

 特別償却 税額控除 

機械・装置 即時償却 15% 

建物等 25% 8% 

   
 

雇用 確認又は認定を受けた個人事業者又は法人

は、避難対象雇用者等に対する給与支給額

の20％を税額控除 

（確認・認定を受けた日から5年間） 

指定を受けた個人事業者又は法人は、被災

雇用者等に対する給与支給額の 10％を税

額控除 

（指定を受けた日から5年間） 

研究開発  

－ 

開発研究用資産を取得した際は、即時償却

及び即時償却したうちの 12～17％を税額

控除 

※５ 福島県においては、風評被害による産業への影響が懸念されたことから現行法で復興特区税制の要件緩和を行い、
内陸を含め県内全域を復興特区税制の対象区域とし、課税の特例が措置されている（適用期限は令和3年3月末ま
で）。 
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本要望に 

対応する 

縮減案 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

■東日本大震災復興加速化のための第８次提言 

（令和元年8月5日総理手交） 

Ⅱ．地震・津波被災地域の復興の「総仕上げ」 

３ 産業・なりわいの再生 

○ 津波被害が甚大な地域には、人口や働く場等の減少が著しいにもかかわらず、区画整理事業

等による基盤整備に時間を要し、企業立地等が進んでいない地域が残ると見込まれることから、

復興特区法の見直しにより、対象地域を重点化した上で、復興特区税制の適用期限を適切に延

長することについて検討すること。福島については、福島特措法の見直しにあわせ、福島特措

法税制に一元化することを検討すること。 

 

■令和２年度税制改正大綱（令和元年12月12日）（抄） 

第一 令和２年度税制改正の基本的考え方 

６．その他 

（３）東日本大震災からの復興 

 東日本大震災からの復興に関し、次期通常国会における復興・創生期間後に向けた東日本大震

災復興特別区域法及び福島復興再生特別措置法の見直しに当たり、復興の進捗状況を踏まえ、復

興特区税制について対象地域を重点化するとともに、福島特措法税制について福島イノベーショ

ン・コースト構想を軸とした産業集積及び風評払拭に係る課税の特例の規定を設ける。 

 

■「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基本方針（令和元年12 月 20 日閣議決

定）（抄） 

２．復興を支える仕組み 

（２）法制度 

 ② 福島復興再生特別措置法 
 ・ 復興特区税制の対象地域の見直しにあわせ、福島復興再生特別措置法を改正し、福島イノベ

ーション・コースト構想の産業集積に向けた取組の加速化や風評被害などの課題に対応した
税制措置等を検討する。 

 

政策の 

達成目標 

― 

 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

― 

 

同上の期間中

の達成目標 

― 

 

政策目標の 

達成状況 

― 

 

 

 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

― 

 

 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

― 
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相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

要望の措置の 

妥当性 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

― 

 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

― 

 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

― 

 

前回要望時の 

達成目標 

― 

 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

― 

 

 

 

 

これまでの要望経緯 

平成24年度 避難解除区域に係る特例措置（機械等の特別償却等の特例措置及び避難対象雇用者等
を雇用している場合の税額控除の特例措置）の創設 

 
平成25年度 避難解除区域等に係る特例措置（当該区域等へ復帰する事業者を支援するための、機

械等の特別償却等の特例措置等）の新規事業者への適用 
 
平成25年度 避難解除区域等に係る特例措置（当該区域等へ復帰する事業者を支援するための、機

械等の特別償却等）の避難指示解除準備区域等への拡大 
 
平成27年度 避難解除区域等に係る特例措置（将来の事業再開のために資金を積み立てた場合の損

金算入等の特例措置）の創設 
 
平成29年度 避難解除区域等に係る特例措置（当該区域へ復帰する事業者等を支援するための、機

械等の特別償却等の特例措置等）の認定特定復興再生拠点区域への拡大 
 
平成31年度 避難解除区域等に係る特例措置（当該区域へ復帰する事業者等を支援するための機械

等の特償却等の特例措置等）の適用期間の延長等 
 

令和２年度  福島特措法税制に関する所要の措置 
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